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／１０１１

関
谷
博
・
本
会
会
長
（
下
関
市

議
会
議
長
）
、
本
宮
輝
久
・
全
国

市
議
会
議
長
会
基
地
協
議
会
会
長

（
千
歳
市
議
会
議
長
）
は
９
月
２７

日
、
民
主
党
が
開
催
し
た
総
務
部

門
会
議
に
出
席
し
、
そ
れ
ぞ
れ
意

見
を
述
べ
た
。
当
日
の
テ
ー
マ
は

「
平
成
２４
年
度
税
制
改
正
要
望
」

「
２４
年
度
予
算
要
望
」
。

【
２
面
に
関
連
記
事
】

衆
議
院
第
２
議
員
会
館
で
開
催

さ
れ
た
総
務
部
門
会
議
で
は
、
民

主
党
所
属
会
派
の
議
員
が
出
席

し
、
関
谷
・
本
会
会
長
、
本
宮
・

基
地
協
会
長
ら
地
方
側
の
代
表
か

ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
。
地
方
側

の
生
の
声
に
耳
を
傾
け
た
。

総
務
省
関
係
所
管
の
総
務
部
門

会
議
を
は
じ
め
と
し
た
各
部
門
会

議
は
、
政
策
調
査
会
の
下
部
機

関
。
共
同
座
長
制
を
採
用
し
て
お

り
、
党
側
か
ら
政
調
副
会
長
が
、

政
府
側
か
ら
副
大
臣
も
し
く
は
政

務
官
が
、
そ
れ
ぞ
れ
１
名
ず
つ
就

任
す
る
仕
組
み
。
総
務
部
門
会
議

で
は
、
党
側
代
表
と
し
て
加
賀
谷

健
・
政
調
副
会
長
が
座
長
に
就
任

し
て
い
る
ほ
か
、
政
府
側
代
表
と

し
て
松
崎
公
昭
・
総
務
副
大
臣
が

座
長
に
就
任
し
て
い
る
。

部
門
会
議
の
座
長
は
審
議
の
結

論
を
取
り
ま
と
め
、
政
調
幹
部
会

（
構
成
員
�
政
調
会
長
、
会
長
代

行
、
会
長
代
理
の
ほ
か
、
筆
頭
副

会
長
、
幹
事
長
部
局
、
国
対
、
官

房
副
長
官
等
）
あ
る
い
は
政
調
役

員
会
（
構
成
員
�
政
調
会
長
、
会

長
代
行
、
会
長
代
理
、
政
調
副
会

長
）
の
了
承
を
得
て
党
議
と
す

る
。
最
終
的
に
は
政
府
・
与
党
が

一
体
と
な
っ
て
政
策
の
実
現
を
目

指
す
シ
ス
テ
ム
と
し
て
い
る
。

総総
務務
大大
臣臣
表表
彰彰
式式
がが
開開
催催

関
谷
博
・
本
会
会
長
（
下
関
市

議
会
議
長
）
が
来
賓
と
し
て
出
席

す

る

な

か
１０
月
５
日
、
市

町

村

長
、
都
道
府
県
議
会
議
長
、
市
町

村
議
会
議
長
を
対
象
と
す
る
総
務

大
臣
表
彰
式
が
、
東
京
・
全
国
町

村
会
館
で
開
催
さ
れ
た
。

表
彰
式
で
は
黄
川
田
徹
・
総
務

副
大
臣
に
よ
る
式
辞
の
の
ち
、
原

口
一
博
・
衆
議
院
総
務
委
員
長
、

藤
末
健
三
・
参
議
院
総
務
委
員
長

ら
来
賓
か
ら
祝
辞
が
披
露
さ
れ

た
。
今
回
の
表
彰
対
象
は
２６
人
。

た
だ
し
本
会
か
ら
の
表
彰
対
象
者

は
い
な
か
っ
た
。

こ
の
表
彰
は
、
地
方
議
会
議
長

で
通
算
１２
年
以
上
、
市
区
町
村
長

で
通
算
２０
年
以
上
の
在
職
者
で
、

地
方
自
治
の
発
展
に
功
労
が
あ
っ

た
者
へ
贈
ら
れ
る
。
平
成
４
年
度

に
制
度
が
創
設
さ
れ
、
現
在
へ
と

至
っ
て
い
る
。

９
月
３０
日
の
平
成
２４
年
度
予
算

の
概
算
要
求
の
締
め
切
り
に
先
立

ち
総
務
省
は
９
月
２９
日
、
予
算
の

概
算
要
求
の
概
要
、
２４
年
度
地
方

債
計
画
案
を
示
し
た
。
２４
年
度
の

地
方
交
付
税
額
は
、
出
口
ベ
ー
ス

で
対
前
年
度
比
１
・
６
％
減
の
１７

兆
８
８
６
億
円
。
２
８
４
８
億
円

の
減
と
な
っ
た
。

【
４
面
・
５
面
に
関
連
記
事
】

２４
年
度
の
予
算
要
求
に
あ
た
っ

て
は
「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
（
平

成
２４
年
度
〜
２６
年
度
）
」
「
概
算

要
求
組
替
え
基
準
」
と
基
調
を
合

わ
せ
つ
つ
、
社
会
保
障
費
の
自
然

増
に
対
応
す
る
地
方
財
源
の
確
保

を
含
め
、
一
般
財
源
総
額
に
つ
い

て
実
質
的
に
２３
年
度
の
水
準
を
下

回
ら
な
い
よ
う
確
保
。
地
方
交
付

税
に
つ
い
て
は
１７
兆
８
８
６
億
円

を
要
求
し
、
地
方
の
安
定
的
な
財

政
運
営
に
必
要
と
な
る
財
源
を
適

切
に
確
保
す
る
こ
と
と
し
た
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
旧
・
復
興
に
あ
た
っ
て
は
、
地

方
の
復
旧
・
復
興
事
業
費
と
財
源

に
つ
い
て
、
通
常
の
歳
入
歳
出
と

は
別
枠
で
整
理
。
国
費
に
よ
る
措

置
を
大
幅
に
拡
充
し
た
う
え
で
、

地
方
財
源
を
確
実
に
確
保
す
る
こ

と
と
し
て
お
り
、
被
災
団
体
が
全

力
で
復
旧
・
復
興
へ
取
り
組
め
る

よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
被
災
団

体
以
外
の
自
治
体
の
負
担
に
影
響

を
及
ぼ
す
こ
と
が
な
い
よ
う
、
配

慮
し
た
。

川川
口口
市市
がが
編編
入入
合合
併併

埼
玉
県
の
川
口
市
が
鳩
ヶ
谷
市

を
１０
月
１１
日
編
入
合
併
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
同
市
は
、
人
口
５５
万
７

３
２
２
人
、
面
積
６１
・
９７
平
方
�
、

議
員
定
数
４５
人
（
定
数
特
例
）
と

な
っ
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1811号１０月１５日平成23年
（2011年）

民民
主主
党党
総総
務務
部部
門門
会会
議議
でで
ヒヒ
アア
リリ
ンン
ググ

テ
ー
マ
は
２４
年
度
の
税
制
改
正
と
予
算

交
付
税
は
１７
兆
�
�
�
億
円

２４
年
度
予
算
の
概
算
要
求
で

総
務
部
門
会
議
で
要
望
す
る

関
谷
博
・
本
会
会
長
（
右
）

総
務
大
臣
表
彰
式
で
来
賓
と
し
て

紹
介
を
受
け
る
関
谷
博
・
本
会
会
長

（１） 平成２３年１０月１５日 第１８１１号
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民
主
党
の
総
務
部
門
会
議
（
党

側
座
長
�
加
賀
谷
健
・
参
議
院
議

員
）
が
９
月
２７
日
、
衆
議
院
第
２

議
員
会
館
で
開
か
れ
、
平
成
２４
年

度
の
税
制
改
正
と
予
算
へ
の
要
望

に
つ
い
て
、
地
方
関
係
者
ら
か
ら

ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
し
た
。
本
会

か
ら
は
関
谷
博
・
会
長
（
下
関
市

議
会
議
長
）
が
出
席
。
ま
た
、
全

国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議
会
か

ら
本
宮
輝
久
・
会
長
（
千
歳
市
議

会
議
長
）
が
出
席
し
、
会
議
へ
出

席
し
た
民
主
党
所
属
の
国
会
議
員

に
対
し
、
要
望
事
項
の
実
現
に
対

す
る
理
解
と
協
力
を
求
め
た
。

【
１
面
の
関
連
記
事
】

本
会
は
総
務
部
門
会
議
へ
「
平

成
２４
年
度
政
府
予
算
並
び
に
施
策

に
関
す
る
要
望
」
を
提
出
し
た
う

え
で
、
関
谷
・
本
会
会
長
が
「
地

方
税
財
源
の
充
実
強
化
」
「
社
会

保
障
改
革
に
お
け
る
地
方
税
財
源

の
確
保
」
に
つ
い
て
、
特
に
要
望

し
た
�
発
言
要
旨
を
右
下
掲
。

本
会
が
提
出
し
た
予
算
関
係
の

要
望
は
、
本
会
の
地
方
行
政
・
地

方
財
政
・
社
会
文
教
・
産
業
経
済

・
建
設
運
輸
の
５
委
員
会
が
、
７

月
の
会
議
に
開
催
し
た
会
議
で
、

そ
れ
ぞ
れ
取
り
ま
と
め
た
内
容
を

網
羅
し
た
も
の
。
「
地
方
分
権
改

革
の
推
進
」
か
ら
項
目
が
始
ま
り

「
東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復

興
」
に
至
る
３６
項
目
で
構
成
さ
れ

て
い
る
。

「
地
方
分
権
改
革
の
推
進
」
で

は
▽
義
務
付
け
枠
付
け
の
見
直
し

と
条
例
制
定
権
の
拡
大
▽
国
と
地

方
の
役
割
分
担
の
見
直
し
と
都
道

府
県
か
ら
市
へ
の
権
限
委
譲
▽
国

と
地
方
の
協
議
の
場
の
実
効
性
あ

る
運
営
―
―
の
４
項
目
で
構
成
さ

れ
、
真
の
分
権
型
社
会
の
実
現
を

求
め
て
い
る
。

本本
会会
がが
３３６６
項項
目目
かか
らら
なな
るる
要要
望望
提提
出出

民
主
党
の
総
務
部
門
会
議
が
ヒ
ア
リ
ン
グ

関関
谷谷
会会
長長
のの
発発
言言
要要
旨旨

総
務
部
門
会
議
で
は
、
本
宮
輝

久
・
全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協

議
会
会
長
も
出
席
し
、
基
地
対
策

関
係
施
策
に
関
す
る
重
点
要
望
�

３
面
に
要
望
掲
載
�
に
つ
い
て
、

加
賀
谷
座
長
は
じ
め
と
す
る
民
主

党
所
属
の
国
会
議
員
に
対
し
、
理

解
と
協
力
を
求
め
た
。

総
務
部
門
会
議
は
、
政
策
調
査

会
長
の
下
に
設
置
さ
れ
た
機
関
。

政
調
副
会
長
が
各
部
門
会
議
の
座

長
を
務
め
る
。
部
門
の
審
議
の
結

論
は
、
政
調
幹
部
会
ま
た
は
政
調

役
員
会
の
了
承
を
得
た
の
ち
、
民

主
党
の
党
議
と
な
る
。

民
主
党
の
部
門
会
議
は
昨
年
、

菅
直
人
・
同
党
代
表
（
当
時
）
の

下
で
復
活
。
本
年
８
月
２９
日
の
同

党
両
院
議
員
総
会
で
選
出
さ
れ
た

野
田
佳
彦
・
代
表
は
、
さ
ら
に
政

調
会
長
の
機
能
を
強
化
し
、
政
調

会
長
に
事
前
審
査
の
権
限
を
付
与

し
た
。

政
調
会
長
に
よ
る
事
前
審
査
制

は
、
政
府
提
出
法
案
の
閣
議
決
定

に
先
立
ち
、
前
原
誠
司
・
政
調
会

長
が
各
部
門
会
議
の
審
議
を
踏
ま

え
、
法
案
の
内
容
を
承
認
す
る
か

否
か
判
断
す
る
も
の
。
最
終
的
に

は
「
政
府
・
民
主
三
役
会
議
」
の

決
定
を
経
て
党
議
と
し
て
決
定
さ

れ
る
。
三
役
会
議
の
構
成
員
は
、

政
府
側
が
総
理
、
官
房
長
官
、
党

側
が
幹
事
長
、
政
調
会
長
、
国
対

委
員
長
、幹
事
長
代
行
。
政
府
・
与

党
が
一
体
と
な
り
、
政
策
に
責
任

を
持
つ
シ
ス
テ
ム
と
し
て
い
る
。

な
お
、
本
会
が
総
務
部
門
会
議

へ
提
出
し
た
要
望
項
目
は
、
次
の

と
お
り
。

▽
地
方
分
権
改
革
の
推
進
▽
地
方
議
会

の
権
能
強
化
等
▽
消
防
防
災
体
制
の
充

実
強
化
▽
過
疎
地
域
の
自
立
促
進
▽
合

併
市
町
村
に
対
す
る
支
援
の
拡
充
▽
基

地
対
策
関
係
予
算
の
確
保
等
▽
治
安
対

策
の
強
化
等
▽
北
方
領
土
返
還
▽
人
権

救
済
制
度
の
確
立
地
方
一
般
財
源
総
額

の
確
保
▽
都
市
税
制
等
の
充
実
強
化
▽

地
方
債
資
金
の
所
要
額
の
確
保
等
▽
地

方
公
営
企
業
の
経
営
健
全
化
等
▽
国
庫

補
助
負
担
金
の
整
理
合
理
化
▽
地
域
医

療
施
策
▽
保
健
衛
生
施
策
等
国
民
健
康

保
険
制
度
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

▽
介
護
保
険
制
度
▽
少
子
化
対
策
等
▽

雇
用
対
策
▽
社
会
福
祉
施
策
▽
環
境
保

全
施
策
▽
文
教
施
策
▽
農
業
振
興
対
策

▽
林
業
振
興
対
策
▽
水
産
業
振
興
対
策

▽
農
林
水
産
業
共
通
対
策
▽
食
の
安
全

及
び
消
費
者
の
信
頼
確
保
対
策
▽
中
小

企
業
対
策
等
▽
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

▽
原
子
力
発
電
所
底
の
事
故
の
早
期
収

束
及
び
再
発
防
止
▽
自
然
災
害
対
策
の

推
進
▽
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進
ま

ち
づ
く
り
の
推
進
▽
観
光
立
国
の
推
進

▽
東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興

基
地
協
会
長
も
出
席
し
要
望

�
地
方
税
財
源
の
充
実
強
化

景
気
後
退
に
よ
る
税
収
減
や
社

会
保
障
関
係
費
の
増
嵩
に
加
え
、

東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
、

被
災
地
は
も
と
よ
り
地
方
全
体
に

お
い
て
も
、
危
機
的
な
財
政
状
況

が
更
に
悪
化
す
る
こ
と
が
懸
念
さ

れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
、
今
後
も
基
礎
的

自
治
体
と
し
て
の
市
が
、
地
域
住

民
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
、
社
会
保

障
、
教
育
な
ど
の
市
民
生
活
に
欠

か
す
こ
と
の
で
き
な
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
、
地
域
の
活
性
化

を
図
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
持
続

的
か
つ
安
定
的
な
行
財
政
運
営
が

可
能
と
な
る
地
方
税
財
源
の
充
実

強
化
が
不
可
欠
で
あ
る
。

よ
っ
て
、
平
成
２４
年
度
政
府
予

算
編
成
に
お
い
て
は
、
地
方
財
政

計
画
に
、
社
会
保
障
関
連
経
費
の

自
然
増
を
は
じ
め
、
増
嵩
す
る
地

方
の
財
政
需
要
を
的
確
に
反
映
す

る
こ
と
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
を

増
額
す
る
な
ど
、
地
方
一
般
財
源

総
額
の
確
保
に
つ
い
て
、
お
願
い

し
た
い
。

�
社
会
保
障
改
革

社
会
保
障
改
革
に
つ
い
て
は
、

去
る
６
月
３０
日
に
「
社
会
保
障
・

税
一
体
改
革
成
案
」
が
取
り
ま
と

め
ら
れ
た
と
こ
ろ
。
社
会
保
障
制

度
に
つ
い
て
は
、
そ
の
多
く
を
地

方
自
治
体
が
運
営
・
給
付
を
行
っ

て
お
り
、
相
当
量
の
単
独
事
業
も

実
施
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
社
会

保
障
と
税
の
一
体
改
革
に
当
た
っ

て
は
、
現
在
、
国
と
地
方
の
協
議

の
場
の
分
科
会
に
お
い
て
、
国
・

地
方
を
含
め
た
社
会
保
障
サ
ー
ビ

ス
全
体
の
額
に
つ
い
て
、
検
討
を

進
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
社
会
保
障
施

策
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方
が
協

力
し
、
連
携
し
て
行
っ
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
今
後
、

増
嵩
す
る
こ
れ
ら
の
経
費
を
含
む

地
方
負
担
に
つ
い
て
は
、
地
方
消

費
税
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
税
財

源
で
確
実
に
保
証
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。

要望する本宮輝久・
基地協議会会長

総
務
部
門
会
議
で
あ
い
さ
つ
す

る
加
賀
谷
座
長
（
中
央
）

第１８１１号 平成２３年１０月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
本
宮
輝
久
・
千
歳
市

議
会
議
長
）
は
９
月
２７
日
、
平
成

２４
年
度
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確

保
に
向
け
、
緊
急
要
請
行
動
を
関

係
各
方
面
に
対
し
展
開
。
当
日
は

渡
辺
周
・
防
衛
副
大
臣
、
黄
川
田

徹
・
総
務
副
大
臣
、
城
島
光
力
・

民
主
党
幹
事
長
代
理
、
石
関
貴
史

・
同
党
副
幹
事
長
と
面
談
し
、
基

地
対
策
関
係
施
策
に
関
す
る
重
点

要
望
へ
の
理
解
を
求
め
た
。

重
点
要
望
の
柱
は
▽
基
地
交
付

金
・
調
整
交
付
金
（
総
務
省
所

管
）
の
所
要
額
確
保
等
▽
基
地
周

辺
対
策
経
費
（
防
衛
省
所
管
）
の

所
要
額
確
保
等
▽
補
助
金
の
威
喝

交
付
金
化
に
つ
い
て
―
―
の
３
本

�
重
点
要
望
は
左
掲
。

基地対策関係施策に関する重点要望

１．基地交付金・調整交付金（総務省所管）の所
要額確保等
基地交付金・調整交付金の所要額を確保す
るとともに、基地交付金の対象資産の範囲を
自衛隊の使用する金資産に拡大すること。
また、東日本大震災による被災市町村の交
付金の算定に当たっては、当該市町村の財政
に及ぼす影響を考慮し、適切な措置を講ずる
こと。

２．基地周辺対策経費（防衛省所管）の所要額確
保等

（１）基地周辺対策事業については、事業仕分け
の結果等を踏まえ、より使い勝手をよくす
るため、補助対象施設・範囲の拡大等の適
用基準の緩和を図るとともに、東日本大震
災による被災市町村の復旧・復興を促進す
るため予算が必要ではあるが、基地周辺対
策経費が減額されることのないよう、所要
額を確保すること。

（２）在日米軍再編に伴い負担増となる市町村に
対しては、十分な支援措置を講ずるととも
に、再編に伴い現行の基地対策関係予算に
支障が生ずることのないよう十分配慮する
こと。

３．補助金の一括交付金化について
基地交付金・調整交付金及び基地周辺対策
経費は、地方税の代替的性格及び国家補償的
性格に鑑み、一括交付金化（市町村分）の対
象としないこと。

重重点点要要望望のの実実現現求求めめ
緊緊急急要要請請行行動動をを展展開開
全国市議会議長会基地協議会

基
地
交
付
金
の
正
式
名
は
「
国

有
提
供
施
設
等
所
在
市
町
村
助
成

交
付
金
」
。
米
軍
や
自
衛
隊
の
施

設
が
市
町
村
内
に
広
大
な
面
積
を

占
め
、
自
治
体
財
政
に
著
し
い
影

響
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮

し
た
交
付
金
。
固
定
資
産
税
の
代

替
的
性
格
を
有
す
る
。
調
整
交
付

金
の
正
式
名
は
「
施
設
等
所
在
市

町
村
調
整
交
付
金
」
。
基
地
交
付

金
の
対
象
と
な
る
固
有
財
産
、
対

象
外
で
あ
る
米
軍
資
産
、
両
者
の

均
衡
を
図
る
。
ま
た
、
米
軍
関
係

者
は
市
町
村
民
税
が
非
課
税
で
あ

る
こ
と
に
も
考
慮
し
て
い
る
。
２３

年
度
は
両
交
付
金
を
合
わ
せ
３
兆

３
５
４
０
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

基
地
協
で
は
、
２４
年
度
も
同
額
を

確
保
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

な
お
、
当
日
の
要
請
行
動
に
は

本
宮
会
長
を
は
じ
め
、
西
野
文
昭

・
副

会

長
（
昭

島

市

議

会

議

長
）
、
波
多
野
征
敏
・
副
会
長
（
武

蔵
村
山
市
議
会
議
長
）
、
田
村
昌

巳
・
相
談
役
（
福
生
市
議
会
議

長
）
、
山
口
道
夫
・
相
談
役
（
横

須
賀
市
議
会
議
長
）
が
参
加
し

た
。

基
地
・
調
整
両
交
付
金
確
保
を

▼
議
長

▽
陸
前
高
田

伊
藤
明
彦
（
８
・
１９
）

▽
二
戸

菅
原
恒
雄
（
８
・
１９
）

▽
会
津
若
松目

黒
章
三
郎
（
８
・
２３
）

▽
知
立

永
田
起
也
（
８
・
２６
）

▽
松
原

中
野

昇
（
８
・
３０
）

▽
勝
山

松
村
治
門
（
９
・
２
）

▽
高
砂

今
竹
大
祐
（
９
・
５
）

▽
仙
台

佐
藤
正
昭
（
９
・
８
）

▼
副
議
長

▽
可
児

川
上
文
浩
（
８
・
１５
）

▽
陸
前
高
田

佐
竹

強
（
８
・
１９
）

▽
二
戸

岩
崎
敬
郎
（
８
・
１９
）

▽
会
津
若
松

戸
川
稔
朗
（
８
・
２３
）

▽
知
立

風
間
勝
治
（
８
・
２６
）

▽
松
原

若
林
良
信
（
８
・
３０
）

▽
勝
山

門

善
孝
（
９
・
２
）

▽
高
砂

砂
川
辰
義
（
９
・
５
）

▽
大
竹

二
階
堂
博
（
９
・
５
）

▽
仙
台

木
村
勝
好
（
９
・
８
）

▽
１１
月
１
日

全
国
市
議
会
議
長

会
基
地
協
議
会
�
理
事
会
（
午

前
１０
時
半
、
グ
ラ
ン
ド
ア
ー
ク

半
蔵
門
）

▽
１１
月
２
日

全
国
市
議
会
議
長

会
�
国
会
対
策
委
員
会
（
午
後

１
時
半
、
全
国
都
市
会
館
）

▽
１１
月
１０
日

全
国
高
速
自
動
車

道
市
議
会
協
議
会
�
正
副
会
長

・
幹
事
・
相
談
役
会
議
（
午
前

１１
時
半
、
全
国
都
市
会
館
）
、

理
事
会
（
午
後
１
時
、
日
本
都

市
セ
ン
タ
ー
）

▽
１１
月
１０
日

全
国
公
営
交
通
事

業
都
市
議
長
会
�
正
副
会
長
・

幹
事
・
相
談
役
会
議
（
午
後
２

時
、
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
）

▽
１１
月
１０
日

全
国
市
議
会
議
長

会
�
相
談
役
会
議
（
午
後
３
時

半
、
全
国
都
市
会
館
）

議議
会会
人人
事事

行行
事事
予予
定定

渡辺周・防衛副大臣（上）、黄川田徹・総務
副大臣（中）、城島光力・民主党幹事長代理、
石関貴史・同党副幹事長（下）に対し、緊急
要請行動を展開する基地協実行運動班

（３） 平成２３年１０月１５日 第１８１１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地地
方方
交交
付付
税税
とと
地地
方方
特特
例例
交交
付付
金金

合合
算算
額額
でで
はは
前前
年年
度度
よよ
りり
もも
増増
加加

総
務
省
は
９
月
２９
日
、
２４
年
度

予
算
概
算
要
求
の
概
要
を
公
表
し

た
。
予
算
の
要
求
要
望
額
は
対
前

年
度
比
３
・
７
％
増
の
１８
兆
３
８

５
４
億
円
。
６
６
３
８
億
円
の
増

額
要
求
と
な
っ
た
。

【
１
面
の
関
連
記
事
】

２４
年
度
の
地
方
交
付
税
に
つ
い

て
は
、
自
治
体
へ
配
布
す
る
出
口

ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
比
１
・
６
％

減
の
１７
兆
８
８
６
億
円
。
２
８
４

８
億
円
の
減
と
な
っ
た
。
た
だ

し
、
地
方
特
例
交
付
金
と
合
わ
せ

た
額
は
、
対
前
年
度
比
３
・
８
％

増
の
１７
兆
４
２
８
７
億
円
。
６
４

４
２
億
円
の
増
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
算
定
の
基
礎
と
な

る
国
税
５
税
の
法
定
率
分
等
は
、

対
前
年
度
比
３
・
０
％
増
の
１０
兆

８
２
７
５
億
円
。
３
１
７
２
億
円

の
増
を
見
込
む
。「
法
定
率
分
等
」

と
「
一
般
会
計
か
ら
の
加
算
分
」

を
合
算
し
た
入
口
ベ
ー
ス
で
は
、

対
前
年
度
比
４
・
６
％
増
の
１７
兆

１
５
８
１
億
円
。
７
６
１
２
億
円

の
増
と
し
た
。

地
方
交
付
税
額
は
対
前
年
度
比

で
マ
イ
ナ
ス
だ
が
、
東
日
本
大
震

災
に
対
す
る
復
旧
・
復
興
財
源
に

つ
い
て
は
別
枠
と
し
、
「
事
項
要

求
」
と
し
た
。
さ
ら
に
事
項
要
求

と
し
て
地
方
の
財
源
不
足
の
状
況

を
踏
ま
え
、
一
般
会
計
か
ら
別
枠

加
算
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

加

算

額

は
１
兆
１
６
０
０
億

円
。
加
算
額
に
は
、
三
位
一
体
改

革
で
削
減
さ
れ
た
地
方
交
付
税
の

復
元
を
目
指
し
、
復
元
相
当
額
と

し
て
見
込
ん
だ
１
兆
１
２
７
７
億

円
を
含
む
。
総
務
省
で
は
復
元
相

当
額
を
捻
出
す
る
た
め
、
国
税
５

税
の
法
定
率
分
等
の
う
ち
、
所
得

税
の
法
定
率
を
現
行
の
３２
％
か
ら

４０
％
へ
と
引
き
上
げ
る
よ
う
、
事

項
要
求
と
し
て
求
め
る
。

事
項
要
求
と
は
、
財
務
省
へ
の

概
算
要
求
に
あ
た
り
各
省
庁
が
、

金
額
を
示
さ
ず
項
目
だ
け
を
明
示

す
る
方
法
。
政
策
の
詳
細
が
決
ま

っ
て
お
ら
ず
、
予
算
額
が
不
明
な

場
合
な
ど
に
用
い
ら
れ
る
。
金
額

に
つ
い
て
は
年
末
予
算
編
成
ま
で

の
期
間
に
追
加
要
求
す
る
。

総
務
省
で
は
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
興
に
向
け
、
国
費
に
よ
る

措
置
を
大
幅
に
拡
充
す
る
た
め
、

復
旧
・
復
興
財
源
を
事
項
要
求
と

す
る
こ
と
で
、
交
付
税
の
上
積
み

を
確
保
す
る
方
針
。

事事

項項

要要

求求

平成２４年度地方交付税算定基礎
（単位：億円）

増
減
率Ｃ
／
Ｂ

３．０％

４．５％

３．６％

１５．５％

０．５％

１３．２％

６．３％

３４６．９％

３４６．９％

７．５％

△５．７％

８．７％

１０．５％

０．０％

１０．０％

４．６％

皆減

０．０％

△１５．３％

△２０．０％

皆減

△１０７．１％

△１．６％

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致し
ない場合がある。

※１ 平成２３年度は平成１９年度精算分、平成２４年度は平成１９、
２０年度精算分及び平成２０年度補正予算における臨時財政対
策債振替加算相当額の減額分である。

※２ 地方の財源不足の状況等を踏まえた別枠の加算（１兆１，
６００億円）を行うこととし、このうち、三位一体改革で削
減された地方交付税の復元に相当する１兆１，２７７億円につ
いて、併せて所得税に係る交付税率の引上げ（現行３２％→
４０％）を事項要求とする。

※３ 東日本大震災に係る地方の復旧・復興財源の確保につい
ては、事項要求している。

増
減
額

（
Ａ－

Ｂ
）Ｃ

３，１７２

１，９４２

１５７

４，１０９

１６０

２７０

６，６３７

△３，４６５

△３，４６５

４，４４０

△４６０

１，１００

１，１００

０

３，８０１

７，６１２

△０

０

６６６

△１，０００

△１０，１２６

△１０，４６０

△２，８４８

平
成
２３
年
度

当
初
予
算
額Ｂ

１０５，１０３

４３，１６８

４，３１４

２６，４９３

３０，０８７

２，０４０

１０６，１０１

△９９９

△９９９

５８，８６６

８，０６２

１２，６５０

１０，５００

２，１５０

３８，１５４

１６３，９６９

０

△１，０００

△４，３６１

５，０００

１０，１２６

９，７６５

１７３，７３４

平
成
２４
年
度

当
初
予
算
額Ａ

１０８，２７５

４５，１１０

４，４７０

３０，６０２

３０，２４７

２，３１０

１１２，７３９

△４，４６４

△４，４６４

６３，３０６

７，６０２

１３，７５０

１１，６００

２，１５０

４１，９５５

１７１，５８１

０

△１，０００

△３，６９５

４，０００

０

△６９５

１７０，８８６

区 分

国税５税の法定率分等 �
所得税×３２％

酒税×３２％

法人税×３４％

消費税×２９．５％

たばこ税×２５％

（小計）

平成１９、２０年度精算分等※１

（小計）

一般会計からの加算分 �

法定加算等

別枠の加算
地方の財源不足の状況等を踏まえ
た別枠加算（一部事項要求）※２

歳出特別枠の上乗せ分
見合いの別枠加算

臨時財政対策特例加算

計（入口ベース）�＋�＝�

返還金 �

特別会計借入金償還額 �

特別会計借入金利子 �

剰余金の活用 �

前年度からの繰越 	

計 �＋�＋�＋�＋	＝


地方交付税総額（出口ベース）�＋
 �

一
般
会
計

特
別
会
計

平成２４年度 地方交付税・地方特例交付金
概算要求の概要

交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：億円）

増減率
Ｃ／Ｂ
（％）

４．６

０．０

△１５．３

皆減

△２０．０

皆減

△１．６

△３０．２

△３３．６

△２６．４

３．８

表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合がある。
（注）
１ この概算要求は、「中期財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）」、
「概算要求組替え基準」等を前提とした仮置きの計数である。その考え
方等は「平成２４年度地方交付税の概算要求の概要」のとおりである。
２ 国税及び地方税の税収見積り等については、名目経済成長率、弾性値
等について一定の前提を置き、機械的に積算している。
３ 「剰余金の活用」は、交付税及び譲与税配付金特別会計における剰余
金について、利率等について一定の前提を置き、平成２４年度に活用が可
能と見込まれる額を仮に計上している。
４ 覚書に基づいて一般会計から加算することとされている額について
は、平成２３年度と同様、法定化した上で後年度に加算することを前提と
しているが、今後の地方財政の状況に応じて要求を行う場合がある。
５ 地方交付税を国税収納金整理資金から、直接、交付税及び譲与税配付
金特別会計に繰り入れる措置について、今後、検討を行い、必要な場合
には、法改正及び概算要求の修正を行う。
【地方特例交付金】
この概算要求は、仮置きの計数であり、「児童手当及び子ども手当特
例交付金」及び「減収補填特例交付金」については、平成２４年度所要見
込額を仮に計上している。今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国
の予算編成の動向等を踏まえ、要求内容の修正を行う。

増減額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

７，６１２

０

６６６

△１０，１２６

△１，０００

△０

△２，８４８

△１，１７０

△６８４

△４８６

６，４４２

平成２３年度
予算額

Ｂ

１６３，９６９

△１，０００

△４，３６１

１０，１２６

５，０００

０

１７３，７３４

３，８７７

２，０３８

１，８３９

１６７，８４５

平成２４年度
要求額

Ａ

１７１，５８１
＋事項要求

△１，０００

△３，６９５

０

４，０００

０

１７０，８８６
＋事項要求

２，７０６

１，３５３

１，３５３

１７４，２８７
＋事項要求

項 目

〈地方交付税〉

一般会計からの
繰入れ

借入金償還

借入金等利子

前年度からの繰越分

剰余金の活用

返還金

計

＜地方特例交付金＞
一般会計からの
繰入れ
うち 児童手当及び子ども手当

特例交付金
減収補填特例交付金

一般会計からの繰入れ
合 計

第１８１１号 平成２３年１０月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



総
務
省
は
９
月
２９
日
、
平
成
２４

年
度
予
算
概
算
要
求
の
概
要
と
合

わ
せ
、
２４
年
度
地
方
債
計
画
案
を

公
表
し
た
。
計
画
の
規
模
は
対
前

年
度
比
２
・
５
％
増
の
１４
兆
８
３

２
億
円
。
３
４
９
２
億
円
の
増
と

な
っ
た
。
地
方
交
付
税
特
別
会
計

の
財
源
不
足
を
穴
埋
め
す
る
「
臨

時
財
政
対
策
債
」
は
対
前
年
度
比

７
・
８
％
増
の
６
兆
６
３
９
７
億

円
。
４
８
０
４
億
円
の
増
と
な
っ

た
。
な
お
、
東
日
本
大
震
災
に
関

係
す
る
復
旧
・
復
興
事
業
へ
の
今

後
の
財
政
措
置
に
応
じ
、
こ
の
計

画
案
は
所
要
の
修
正
を
施
さ
れ
る

予
定
。

【
１
面
の
関
連
記
事
】

２２４４年年度度地地方方債債計計画画案案
総総額額でで１１４４兆兆８８３３２２億億円円
対前年比２．５％の増

２４
年
度
地
方
債
計
画
案
の
う

ち
、
特
別
分
を
除
い
た
通
常
分
の

総
額
は
、
対
前
年
度
比
１
・
８
％

減

の
６
兆
１
２
３
５
億

円

と

な

り
、
１
１
１
２
億
円
の
減
。
し
か

し
特
別
分
を
加
え
た
総
額
で
は
１４

兆
８
３
２
億
円
と
し
、
前
年
度
に

対
し
増
額
確
保
を
図
っ
た
。

普
通
会
計
分
の
う
ち
、
投
資
的

経
費
に
充
て
る
通
常
分
の
総
額

は
、
対
前
年
度
比
２
・
６
％
減
の

３
兆
８
７
５
６
億
円
。
１
０
２
３

億
円
の
減
と
な
っ
た
。

特
別
分
で
は
、
臨
財
債
を
前
年

よ
り
７
・
８
％
増
額
し
、
６
兆
６

３
９
７
億
円
を
確
保
。
財
源
対
策

債
、
退
職
手
当
債
、
調
整
を
加
え

た
特
別
分
の
総
額
で
は
、
対
前
年

度
比
６
・
１
％
増
の
７
兆
９
５
９

７
億
円
を
確
保
し
、
地
方
財
源
の

不
足
に
対
処
し
た
。

一
般
会
計
債
で
は
、
「
災
害
復

旧
事
業
」
「
調
整
」
を
前
年
度
と

同
額
と
し
た
ほ
か
は
、
す
べ
て
計

画
額
が
対
前
年
度
比
で
マ
イ
ナ

ス
。
一
般
会
計
債
の
合
計
は
、
対

前
年
度
比
２
・
６
％
減
の
４
兆
７

０
３
５
億
円
。
１
２
３
２
億
円
の

減
と
な
っ
た
。

公
営
企
業
債
の
合
計
は
、
対
前

年
度
比
０
・
３
％
減
の
２
兆
３
２

０
０
億
円
。
８０
億
円
の
減
と
な
っ

た
。
た
だ
し
内
訳
を
み
る
と
「
市

場
事
業
・
と
畜
場
事
業
」
が
対
前

年
度
比
２
５
８
・
９
％
の
大
幅
増

と
な
っ
て
お
り
、
大
き
く
目
を
引

く
。
東
京
都
の
築
地
市
場
移
転
に

伴
う
土
壌
汚
染
対
策
工
事
な
ど
を

予
定
し
、
２３
年
度
の
２
２
４
億
円

か
ら
２４
年
度
は
８
０
４
億
円
へ
と

引
き
上
げ
ら
れ
た
。

資
金
区
分
で
は
、
公
的
資
金
が

対
前
年
度
比
３
・
０
％
増
の
５
兆

７
９
０
０
億
円
。
１
６
６
０
億
円

の
増
と
な
っ
た
。
一
方
、
民
間
等

資
金
は
、
対
前
年
度
比
２
・
３
％

増
の
８
兆
２
９
３
２
億
円
。
１
８

３
２
億
円
の
増
と
な
っ
た
。

臨
財
債
は
７
・
８
％
の
増
加

平成２４年度地方債計画額の規模等
（単位：億円、％）

増 減 率

�Ｃ／�Ｂ×１００
３．１

△２．６

６．１

７．８

△２．１

０

０

△０．４

２．５

△１．８

６．１

（注）１ 平成２４年度の国の予算編成の内容、地方財政をめぐる動向等に対応し、本計
画（案）に所要の修正を行うこととしている。
２ 臨時財政対策債については、「平成２４年度地方財政収支の仮試算【概算要求
時】」の財源不足額を基礎に計上している。
３ 財源対策債については、「平成２４年度予算の概算要求組替え基準について」
及び「平成２４年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】」を踏まえて計上して
いる。
４ 退職手当債については、「平成２４年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】」
の退職手当を基礎に計上している。
５ 調整は、国庫補助負担金の一般財源化に伴う影響額に係る不交付団体への資
金手当分及び地方法人特別税等による減収に係る資金手当分である。

差 引

�Ａ－�Ｂ �Ｃ
３，５８１

△１，０２３

４，６０４

４，８０４

△２００

０

０

△８９

３，４９２

△１，１１２

４，６０４

平成２３年度
計 画 額

�Ｂ
１１４，７７２

３９，７７９

７４，９９３

６１，５９３

９，４００

３，９００

１００

２２，５６

１３７，３４０

６２，３４７

７４，９９３

平成２４年度
計画額（案）

�Ａ
１１８，３５３

３８，７５６

７９，５９７

６６，３９７

９，２００

３，９００

１００

２２，４７９

１４０，８３２

６１，２３５

７９，５９７

区 分

普通会計分

通常分

特別分

臨時財政対策債

財 源 対 策 債

退 職 手 当 債

調 整

公営企業会計等分

総 計

通常分

特別分

地方債資金の確保
地方債資金については、次表のとおり所要額を確保する。

（単位：億円、％）

増 減 率

�Ｃ／�Ｂ×１００
３

２．９

３

（△ ２．６）

２．３

２．９

１．６

２．５

（注）１ 平成２４年度の国の予算編成の内容、地方財政をめぐる動向等に対応し、地方
債計画総額に変動が生じた場合等においては、各資金について所要の修正を行
うこととしている。
２ 市場公募資金については、借換債を含め７兆６，０００億円（前年度比４，０００億円、
５．６％増）を見込んでいる。

差 引

�Ａ－�Ｂ �Ｃ
１，６６０

１，０９０

５７０

（△ ３０）

１，８３２

１，２００

６３２

３，４９２

平成２３年度
計 画 額

�Ｂ
５６，２４０

３７，３１０

１８，９３０

（１，１６５）

８１，１００

４２，０００

３９，１００

１３７，３４０

平成２４年度
計画額（案）

�Ａ
５７，９００

３８，４００

１９，５００

（１，１３５）

８２，９３２

４３，２００

３９，７３２

１４０，８３２

区 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構資金

（国の予算等貸付金）

民 間 等 資 金

市 場 公 募

銀 行 等 引 受

合 計

平成２３年９月２９日

平成２４年度地方債計画（案）
（単位：億円、％）

増 減 率
�Ｃ／�Ｂ×１００

△ ２．６
△ ２．６
０．０

△ ２．６
△ ２．６
△ １．２
△ ２．６
△ ３．０
０．０

△ ２．６

２．８
１２．７
２．０
１８．５
１０．０
３．７
２５８．９
△５１．１
△ １．８
△ １．９
△ ０．３
０．０
７．８
０．０

（△ ２．６）
（△ ２．６）

２．５
３．１

△ ０．４

３．０
２．９
３．０

（△ ２．６）
２．３
２．９
１．６

その他同意（許可）の見込まれる項目
１ 旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金の補
償金免除繰上償還の財源として発行する借換債

２ 資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債
３ 地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補填債
４ 財政再生団体が発行する再生振替特例債

（備 考）
１ 東日本大震災に係る復旧・復興事業に対する地方債については、今後の財政措置
に応じて、本計画（案）について所要の修正を行うこととしている。

２ 財政融資資金の償還期限については、下水道事業等所要の事業について改善を図
るものとする。

３ 国の予算等貸付金債の（ ）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金など
の国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

４ 表示単位未満を四捨五入しており、増減率が一致しない場合がある。

差 引
�Ａ－�Ｂ �Ｃ

△ ５２９
△ ３２

０
△ １０５
△ ４３０
△ ３８
△ １３
△ ８５

０
△１，２３２

１０４
２８
４６
１２
５６
１０５
５８０

△ ８０１
△ ２０８
△ ２
△ ８０

０
４，８０４

０
（△ ３０）
（△ ３０）
３，４９２
３，５８１
△ ８９

１，６６０
１，０９０
５７０

（△ ３０）
１，８３２
１，２００
６３２

平成２３年度
計 画 額 �Ｂ

１９，９８０
１，２１８
２９０
３，９７７
１６，３００
３，１１２
４９０
２，８００
１００

４８，２６７

３，６７４
２２１
２，３５７
６５
５６１
２，８４４
２２４
１，５６７
１１，６５９
１０８

２３，２８０
３００

６１，５９３
３，９００

（ １，１６５）
（ １，１６５）
１３７，３４０
１１４，７７２
２２，５６８

５６，２４０
３７，３１０
１８，９３０

（ １，１６５）
８１，１００
４２，０００
３９，１００

平成２４年度
計 画 額 �Ａ

１９，４５１
１，１８６
２９０
３，８７２
１５，８７０
３，０７４
４７７
２，７１５
１００

４７，０３５

３，７７８
２４９
２，４０３
７７
６１７
２，９４９
８０４
７６６

１１，４５１
１０６

２３，２００
３００

６６，３９７
３，９００

（ １，１３５）
（ １，１３５）
１４０，８３２
１１８，３５３
２２，４７９

５７，９００
３８，４００
１９，５００

（ １，１３５）
８２，９３２
４３，２００
３９，７３２

項 目

一 一 般 会 計 債
１ 公 共 事 業 等
２ 公 営 住 宅 建 設 事 業
３ 災 害 復 旧 事 業
４ 教育・福祉施設等整備事業
５ 一 般 単 独 事 業
６ 辺地及び過疎対策事業
７ 公共用地先行取得等事業
８ 行 政 改 革 推 進
９ 調 整

計
二 公 営 企 業 債
１ 水 道 事 業
２ 工 業 用 水 道 事 業
３ 交 通 事 業
４ 電気 事 業 ・ ガ ス 事 業
５ 港 湾 整 備 事 業
６ 病院事業・介護サービス事業
７ 市場事業・と畜場事業
８ 地 域 開 発 事 業
９ 下 水 道 事 業
１０観 光 そ の 他 事 業

計
三 公 営 企 業 借 換 債
四 臨 時 財 政 対 策 債
五 退 職 手 当 債
六 国の予算等貸付金債

総 計

普 通 会 計 分
公営企業会計等分

資 金 区 分
公 的 資 金
財 政 融 資 資 金
地方公共団体金融機構資金
（国 の 予 算 等 貸 付 金）
民 間 等 資 金
市 場 公 募
銀 行 等 引 受

内

訳

（５） 平成２３年１０月１５日 第１８１１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

����������������

議議
長長
のの
立立
候候
補補
制制

のの
導導
入入
状状
況況

議
長
の
選
出
方
法
に
つ
い
て

は
、
立
候
補
制
の
導
入
状
況
な
ど

を
調
査
。
立
候
補
制
を
導
入
し
て

い
る
団
体
は
、
「
５
万
人
未
満
」

「
５
万
〜
１０
万
人
未
満
」
の
区
分

で
、
そ
れ
ぞ
れ
５０
団
体
と
最
多
と

な
っ
て
い
る
。
次
い
で
「
１０
万
〜

２０
万
人
未
満
」
の
区
分
が
１７
団

体
、
「
２０
〜
３０
万
人
未
満
」
の
区

分
が
５
団
体
と
続
く
。
全
体
で
み

る
と
、
調
査
を
実
施
し
た
８
０
９

団
体
の
う
ち
、
立
候
補
制
を
導
入

し
て
い
る
団
体
は
１
２
５
団
体
と

全
体
の
１５
・
５
％
を
占
め
て
い

る
。
「
５０
万
人
以
上
」
の
区
分
で

は
、
立
候
補
制
を
導
入
し
て
い
る

団
体
は
な
い
。
「
３０
〜
４０
万
人
未

満
」
「
４０
〜
５０
万
人
未
満
」
「
指

定
都
市
」
で
は
、
立
候
補
制
を
導

入
し
て
い
る
団
体
が
そ
れ
ぞ
れ
１

団
体
の
み
と
い
う
結
果
と
な
っ
た

�
表
�
参
照
。

ち
な
み
に
前
年
（
平
成
２１
年
１２

月
３１
日
現
在
）
の
調
査
で
は
、「
５

万
人
未
満
」
の
区
分
が
最
多
と
な

っ
て
お
り
、
４３
団
体
だ
っ
た
。
次

い
で
「
５
〜
１０
万
人
未
満
」
の
区

分
が
３４
団
体
、
「
１０
万
〜
２０
万
人

未
満
」
の
区
分
が
１５
団
体
と
続

く
。
全
体
で
立
候
補
制
を
導
入
し

た
団
体
は
、
合
計
１
０
０
団
体
と

い
う
結
果
だ
っ
た
。

本
年
と
前
年
の
調
査
結
果
を
比

較
す
る
と
、
「
５
万
〜
１０
万
人
未

満
」
の
区
分
の
団
体
で
は
、
立
候

補
制
を
導
入
し
た
団
体
が
１６
団
体

増
と
最
多
の
増
加
数
と
な
っ
た
。

ま
た
、
前
年
の
調
査
で
は
１
０
０

団
体
が
立
候
補
制
を
導
入
し
て
い

た
が
、
今
回
の
調
査
で
は
１
２
５

団
体
。
２５
団
体
の
増
加
と
な
っ

た
。会会

派派
制制
のの
導導
入入
状状
況況

会
派
制
を
導
入
し
て
い
る
団
体

は
「
５
〜
１０
万
人
未
満
」
の
区
分

が
最
多
の
２
４
８
団
体
。
次
い
で

「
５
万
人
未
満
」
「
１０
万
〜
２０
万

人
未
満
」
の
団
体
で
、
そ
れ
ぞ
れ

１
９
４
団
体
と
１
６
２
団
体
が
会

派
制
を
採
用
し
た
。
２０
万
人
以
上

の
区
分
で
は
、
全
団
体
で
会
派
制

を
導
入
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ

た
。
全
体
で
み
る
と
、
８
０
９
団

体
の
う
ち
、
会
派
制
を
導
入
し
て

い
る
団
体
は
７
３
１
団
体
で
９０
・

４
％
と
な
っ
た
。
な
お
、
会
派
制

を
導
入
し
て
い
な
い
団
体
は
、

「
５
万
人
未
満
」
の
団
体
が
５７
団

体
と
最
多
の
数
と
な
っ
た
�
表
�

参
照
。

会
派
数
で
は
、
全
８
０
９
団
体

の
う
ち
、
「
５
会
派
」
が
１
９
２

団
体
と
最
多
。
次
い
で
「
６
会
派
」

「
４
会
派
」
が
、
そ
れ
ぞ
れ
１
４

８
団
体
、
１
３
６
団
体
と
続
い
て

い
る
。
な
お
、
会
派
数
の
う
ち
、

「
９
会
派
」
を
採
用
し
て
い
る
団

体
は
８
団
体
。
全
団
体
に
対
し
１

・
０
％
に
と
ど
ま
り
、
最
も
少
な

い
結
果
と
な
っ
た
。

前
号
に
続
き
、
「
市
議
会
の
活

動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
の

概
要
を
掲
載
し
ま
す
。
実
態
調
査

は
平
成
２２
年
１２
月
３１
日
現
在
の
全

国
８
０
９
団
体
（
東
京
都
２３
区
を

含
む
）
を
対
象
に
実
施
。
調
査
結

果
の
回
収
市
数
は
８
０
９
団
体
で

回
収
率
は
１
０
０
％
、
調
査
結
果

の
詳
し
い
内
容
は
本
会
ホ
ー
ム
ぺ

ー
ジ
参
照
。
な
お
、
実
態
調
査
の

概
要
掲
載
は
今
回
で
終
了
で
す
。

議議
会会
及及
びび
議議
員員
にに
関関
すす

るる
条条
例例
のの
制制
定定
状状
況況

議
会
基
本
条
例
は
二
元
代
表
制

の
下
、
合
議
制
と
し
て
の
議
会
の

役
割
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も

に
、
議
会
運
営
の
基
本
理
念
や
議

会
、
議
員
の
活
動
原
則
な
ど
を
定

め
た
も
の
。
本
会
が
調
査
し
た
と

こ
ろ
、
議
会
基
本
条
例
を
制
定
し

て
い
る
団
体
は
９５
団
体
に
の
ぼ
る

結
果
を
得
た
�
表
�
参
照
。

内
訳
を
み
る
と
、
「
５
〜
１０
万

人
未
満
」
の
区
分
で
２７
団
体
が
条

例
を
制
定
し
て
お
り
、
最
多
。
次

い
で
「
５
万
人
未
満
」
の
区
分
、

「
１０
万
〜
２０
万
人
未
満
」
の
区
分

が
そ
れ
ぞ
れ
２５
団
体
、
２４
団
体
と

続
く
。
前
年
の
調
査
で
は
、
「
５

万
人
未
満
」
が
１１
団
体
、
「
５
万

人
〜
１０
万
人
未
満
」
が
１４
団
体
、

「
１０
万
人
〜
２０
万
人
未
満
」
が
１３

団
体
と
な
っ
て
い
た
。

前
年
と
本
年
の
結
果
を
比
較
す

る
と
、
「
５
万
人
未
満
」
「
５
万

【
７
面
へ
続
く
】

立立候候補補制制をを
導導入入ししてていいるる

５０市
１９．９％
５０市
１８．７％
１７市
１０．４％
５市

１１．６％
１市
３．４％
１市
４．５％
０市
０．０％
１市
５．３％
１２５市
１５．５％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２６８市）

１０～２０万未満
（１６３市）

２０～３０万未満
（４３市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２２市）
５０万以上
（１４市）
指定都市
（１９市）
全市

（８０９市）

導導入入ししてて
いいなないい市市

５７市
２２．７％
２０市
７．５％
１市
０．６％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
７８市
９．６％

導導入入ししてて
いいるる市市

１９４市
７７．３％
２４８市
９２．５％
１６２市
９９．４％
４３市
１００％
２９市
１００％
２２市
１００％
１４市
１００％
１９市
１００％
７３１市
９０．４％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２６８市）

１０～２０万未満
（１６３市）

２０～３０万未満
（４３市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２２市）
５０万以上
（１４市）
指定都市
（１９市）
全市

（８０９市）

政政務務調調査査
費費のの公公布布にに
関関すするる条条例例

１７１市
６８．１％
２４３市
９０．７％
１５９市
９７．５％
４３市

１００．０％
２９市

１００．０％
２２市

１００．０％
１４市

１００．０％
１９市

１００．０％
７００市
８６．５％

議議会会基基本本
条条例例

２５市
１０．０％
２７市
１０．１％
２４市
１４．７％
５市

１１．６％
５市

１７．２％
５市

２２．７％
０市
０．０％
４市

２１．１％
９５市
１１．７％

議議会会会会議議
条条例例

１市
０．４％
０市
０．０％
０市
０．０％
２市
４．７％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
３市
０．４％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２６８市）

１０～２０万未満
（１６３市）

２０～３０万未満
（４３市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２２市）
５０万以上
（１４市）
指定都市
（１９市）
全市

（８０９市）

会派
表� 会派制の導入状況

（２２年１２月３１日現在、８０９市）

本会調査

市市
議議
会会
活活
動動
のの
実実
態態
まま
とと
めめ
るる��
完完
��

会
派
・
議
長
の
立
候
補
制
の
導
入
状
況
な
ど

議会及び議員に関する条例の制定状況
表� 議会及び議員に関する条例の制定状況

（平成２２年１２月３１日現在、８０９市）

表� 議長の立候補制の導入状況
（平成２２年１２月３１日現在、８０９市）

議長の選出方法、任期

第１８１１号 平成２３年１０月１５日 （６）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
６
面
か
ら
続
く
】

議議
場場
・・
議議
会会
等等
へへ
のの
ババ
リリ

アア
フフ
リリ
ーー
化化
のの
実実
施施
状状
況況

議
場
・
議
会
等
へ
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
の
実
施
状
況
で
は
、
５
２

１
団
体
が
「
車
椅
子
対
応
の
設

備
」
と
し
て
、
ス
ロ
ー
プ
や
傍
聴

席
な
ど
を
設
置
し
て
い
る
。
本
会

が
調
査
し
た
８
０
９
団
体
の
う

ち
、
実

に
６４
・
４
％
に

該

当

す

る
。
高
齢
者
や
目
に
ハ
ン
デ
ィ
キ

ャ
ッ
プ
を
持
つ
人
の
た
め
設
け
ら

れ
た
「
声
の
議
会
だ
よ
り
の
発

行
」
は
、
２
６
８
団
体
が
実
施
。

前
年
の
調
査
結
果
で
得
ら
れ
た
２

５
３
団
体
よ
り
、
１５
団
体
増
加
と

な
っ
た
�
表
�
参
照
。

介
助
犬
・
「
盲
導
犬
の
同
伴
を

認
め
て
い
る
」
団
体
は
１
８
８
団

体
。
前
年
よ
り
１７
団
体
増
加
し

た
。
「
必
要
に
応
じ
た
手
話
の
実

施
」
は
全
８
０
９
団
体
の
う
ち
１

９
４
団
体
と
２４
・
０
％
の
議
会
が

導
入
。
前
年
よ
り
９
団
体
の
増
加

と
な
っ
た
。
耳
に
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ

ッ
プ
を
持
つ
人
の
た
め
の
設
備

（
イ
ヤ
ホ
ン
な
ど
）
が
整
っ
て
い

る
団
体
は
１
３
９
団
体
。
前
年
よ

り
１０
団
体
の
増
加
と
な
っ
た
。

近
年
の
厳
し
い
自
治
体
運
営
を

強
い
ら
れ
て
い
る
状
況
下
で
も
各

市
議
会
は
、
住
民
に
広
く
開
か
れ

た
議
会
と
す
る
た
め
、
努
力
を
惜

し
ま
な
い
姿
勢
が
浮
か
び
上
が
っ

た
。

人
〜
１０
万
人
未
満
」
「
１０
万
〜
２０

万
人
未
満
」
の
団
体
で
、
そ
れ
ぞ

れ
２
倍
近
く
に
増
加
し
て
い
る
。

「
２０
〜
３０
万
人
未
満
」
の
団
体
で

も
、
前
年
の
２
団
体
か
ら
本
年
５

団
体
へ
と
増
加
し
た
。

「
指
定
都
市
」
で
議
会
基
本
条

例
を
制
定
し
て
い
る
団
体
は
４
団

体
。
な
お
、
「
５０
万
人
以
上
」
の

区
分
で
条
例
を
制
定
し
て
い
る
団

体
は
な
い
。

こ
の
ほ
か
、
議
会
会
議
条
例
を

制
定
し
て
い
る
団
体
が
３
団
体
。

東
松
島
市
・
茨
木
市
・
佐
世
保
市

が
制
定
し
て
お
り
、
前
年
の
調
査

結
果
よ
り
１
団
体
減
少
し
た
。
こ

の
結
果
は
、
横
須
賀
市
が
議
会
会

議
条
例
を
廃
止
し
、
議
会
基
本
条

例
を
制
定
し
た
こ
と
に
よ
る
も

の
。
政
務
調
査
費
の
交
付
に
関
す

る
条
例
に
つ
い
て
は
、
全
８
０
９

団
体
中
７
０
０
団
体
が
制
定
。
と

り
わ
け
指
定
都
市
を
含
む
人
口
２０

万
人
以
上
の
団
体
で
は
、
全
団
体

が
制
定
し
て
い
る
。

議議
員員
等等
へへ
のの
パパ
ソソ
ココ
ンン

のの
配配
置置
状状
況況

議
員
等
へ
の
パ
ソ
コ
ン
の
配
置

状
況
に
つ
い
て
は
、
「
議
長
席

（
室
）
に
配
置
し
て
い
る
」
と
す

る
団
体
が
３
２
６
団
体
。
全
８
０

９
団
体
の
う
ち
、
４０
・
３
％
を
占

め
る
結
果
。
前
年
の
調
査
結
果
で

は
３
０
６
団
体
で
あ
っ
た
た
め
、

前
年
よ
り
２０
団
体
の
増
と
な
っ
て

い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
議
長
席

（
室
）
の
み
な
ら
ず
、
「
副
議
長

席
（
室
）
に
配
置
し
て
い
る
」
と

す
る
団
体
も
本
年
調
査
結
果
で

は
、
２
２
０
団
体
に
の
ぼ
り
、
前

年
よ
り
１４
団
体
増
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
「
控
室
（
議
員
、
会
派

な
ど
）
に
パ
ソ
コ
ン
を
配
置
し
て

い
る
」
と
す
る
団
体
は
２
６
２
団

体
で
全
体
の
３２
・
４
％
、
「
議
会

図
書
室
に
設
置
し
て
い
る
」
と
す

る
団
体
は
２
５
２
団
体
で
全
体
の

３１
・
１
％
に
な
っ
た
�
表
�
参
照
。

前
年
の
調
査
結
果
と
比
較
す
る

と
、
「
議
員
１
人
に
１
台
ず
つ
配

置
し
て
い
る
」
と
す
る
団
体
は
３４

団
体
。
前
年
の
調
査
と
変
わ
ら
な

い
結
果
と
な
っ
た
。
ま
た
、
「
会

派
ご
と
に
配
置
し
て
い
る
」
と
す

る
団
体
は
、
前
年
の
調
査
結
果
で

は
１
３
９
団
体
で
あ
っ
た
が
、
本

年
の
調
査
結
果
で
は
１
２
６
団

体
。
１３
団
体
の
減
少
と
な
っ
た
。

「
公
費
に
よ
る
配
置
は
行
っ
て
い

な
い
」
と
す
る
団
体
は
１
５
３
団

体
で
、
前
年
調
査
の
１
７
９
団
体

か
ら
２６
団
体
が
減
少
し
た
。

な
お
、
議
長
席
（
室
）
、
副
議

長
席
（
室
）
へ
の
パ
ソ
コ
ン
の
配

置
状
況
に
つ
い
て
は
、
団
体
の
人

口
規
模
が
大
き
く
な
る
に
従
い
、

そ
の
配
置
割
合
も
高
く
な
っ
て
い

く
傾
向
に
あ
る
。

そそのの他他

２６市
１０．４％
２２市
８．２％
２５市
１５．３％
５市

１１．６％
６市

２０．７％
１市
４．５％
１市
７．１％
２市

１０．５％
８８市

１０．９％

公公費費にによよ
るる配配置置はは
行行っってていい
なないい

５６市
２２．３％
５１市
１９．０％
２３市
１４．１％
８市

１８．６％
５市

１７．２％
４市

１８．２％
３市

２１．４％
３市

１５．８％
１５３市
１８．９％

控控室室（（議議員員、、
会会派派ななどど））
にに配配置置ししてて
いいるる

７９市
３１．５％
９９市
３６．９％
５２市
３１．９％
１２市
２７．９％
４市

１３．８％
８市

３６．４％
４市

２８．６％
４市

２１．１％
２６２市
３２．４％

議議会会図図書書
室室にに配配置置
ししてていいるる

７４市
２９．５％
７９市
２９．５％
５９市
３６．２％
１５市
３４．９％
９市

３１．０％
４市

１８．２％
５市

３５．７％
７市

３６．８％
２５２市
３１．１％

副副議議長長席席
（（ 室室 ））にに
配配置置ししてて
いいるる

３８市
１５．１％
６２市
２３．１％
５４市
３３．１％
２０市
４６．５％
１３市
４４．８％
１２市
５４．５％
９市

６４．３％
１２市
６３．２％
２２０市
２７．２％

議議 長長 席席
（（ 室室 ））にに
配配置置ししてて
いいるる

８６市
３４．３％
９５市
３５．４％
７３市
４４．８％
２３市
５３．５％
１３市
４４．８％
１４市
６３．６％
９市

６４．３％
１３市
６８．４％
３２６市
４０．３％

会会派派ごごとと
にに配配置置しし
てていいるる

１８市
７．２％
４８市
１７．９％
３９市
２３．９％
１２市
２７．９％
４市

１３．８％
２市
９．１％
１市
７．１％
２市

１０．５％
１２６市
１５．６％

議議員員にに１１
人人１１台台ずず
つつ配配置置しし
てていいるる

３市
１．２％
６市
２．２％
８市
４．９％
４市
９．３％
４市

１３．８％
４市

１８．２％
１市
７．１％
４市

２１．１％
３４市
４．２％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２６８市）

１０～２０万未満
（１６３市）

２０～３０万未満
（４３市）

３０～４０万未満
（２９市）

４０～５０万未満
（２２市）
５０万以上
（１４市）
指定都市
（１９市）
全市

（８０９市）

（平成２２年１２月３１日現在、８０９市、複数回答）

表� 議場・議会等へのバリアフリー化の実施状況

議会のＩＴ化
表� 議員等へのパソコンの配置状況

（平成２２年１２月３１日現在、８０９市、複数回答）

（７） 平成２３年１０月１５日 第１８１１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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平
成
２３
年
は
国
連
が
定
め
た
国

際
森
林
年
に
該
当
し
、
森
林
の
重

要
性
を
改
め
て
考
え
る
取
り
組
み

が
、
全
国
各
地
で
展
開
さ
れ
て
い

ま
す
。
大
気
中
の
二
酸
化
炭
素
を

蓄
え
、
地
球
温
暖
化
の
防
止
に
期

待
が
集
ま
る
森
林
。
渇
水
や
洪
水

を
緩
和
し
、
良
質
な
水
を
育
む
森

林
は
、
私
た
ち
に
豊
か
な
恵
み
を

も
た
ら
し
て
い
ま
す
。
１０
月
２２
日

も

り

に
開
催
さ
れ
る
「
森
林
を
考
え
る

岡
山
県
民
の
つ
ど
い
」
も
、
森
林

の
大
切
さ
を
住
民
に
再
認
識
し
て

も
ら
う
た
め
の
取
り
組
み
で
す
。

平平
成成
２２３３
年年
はは
国国
連連
がが
定定
めめ
たた
国国
際際
森森
林林
年年

当
日
の
会
場
は
、
津
山
市
内
の

北
部
に
位
置
す
る
「
グ
リ
ー
ン
ヒ

ル
ズ
津
山
」
。
丘
陵
地
に
広
が
る

都
市
型
公
園
は
、
２８
�
も
の
広
大

な
敷
地
を
有
し
、
津
山
市
民
を
は

じ
め
と
す
る
多
く
の
人
々
に
親
し

ま
れ
て
い
る
施
設
で
す
。

津
山
市
が
管
理
す
る
グ
リ
ー
ン

ヒ
ル
ズ
は
、
天
然
温
泉
を
利
用
し

た
大
型
室
内
プ
ー
ル
や
ジ
ャ
ク
ジ

ー
の
ほ
か
、
噴
水
や
花
の
庭
園
で

構
成
さ
れ
る
フ
ラ
ワ
ー
ガ
ー
デ

ン
、
芝
生
ス
テ
ー
ジ
と
舞
台
で
構

成
さ
れ
る
野
外
ス
テ
ー
ジ
な
ど
、

ま
さ
に
四
季
を
体
感
で
き
る
施
設

と
な
っ
て
い
ま
す
。
１
年
を
通
し

て
季
節
の
移
り
変
わ
り
を
肌
で
感

じ
ら
れ
る
グ
リ
ー
ン
ヒ
ル
ズ
は
、

県
民
の
つ
ど
い
開
催
目
的
に
掲
げ

る
「
環
境
の
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い

森
林
の
保
全
や
美
し
い
森
づ
く
り

を
推
進
」
「
林
業
の
振
興
と
地
域

材
の
需
要
拡
大
」
を
訴
え
る
に

は
、
う
っ
て
つ
け
の
場
所
と
い
え

る
で
し
ょ
う
。

今
年
で
１２
回
目
を
数
え
る
県
民

の
つ
ど
い
。
今
年
が
国
際
森
林
年

で
あ
る
こ
と
も
あ
り
、
開
催
ス
ロ

ー
ガ
ン
の
筆
頭
に
「
国
際
森
林
年

み
ん
な
で
守
ろ
う

岡
山
の

も

り

森
林
」
を
掲
げ
、
続
い
て
「
取
り

組
も
う

県
民
税
で
つ
く
る
森
林

・
林
業
の
再
生
」
「
未
来
の
た
め

に

手
入
れ
し
よ
う

持
続
可
能

も

り

な
森
林
づ
く
り
」
「
自
然
が
育
む

県
産
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ

ー
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。
ス
ロ
ー

ガ
ン
に
合
わ
せ
当
日
は
、
演
題
を

「
『
持
続
可
能
な
森
林
』
〜
国
際

森
林
年
に
よ
せ
て
〜
」
と
し
、
鳥

取
環
境
大
学
副
学
長
の
東
樋
口
護

氏
が
講
演
し
ま
す
。

持
続
可
能
な
森
林
目
指
し
て

開
催
地
と
な
る
津
山
市
の
市
民

を
は
じ
め
、
多
く
の
方
々
に
広
く

森
林
や
林
業
の
大
切
さ
を
知
っ
て

も
ら
う
た
め
開
催
す
る
以
上
、
多

く
の
方
々
に
会
場
へ
足
を
運
ん
で

も
ら
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ

で
主
催
者
は
、
開
催
内
容
に
工
夫

を
凝
ら
し
て
い
ま
す
。
東
樋
口
副

学
長
の
講
演
参
加
者
に
は
、
講
演

終
了
後
に
苗
木
の
無
料
配
布
を
実

施
し
、
関
心
を
喚
起
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
ほ
か
、
「
木
工
教
室
」

「
つ
る
か
ご
づ
く
り
」
な
ど
を
通

じ
た
親
子
の
ふ
れ
あ
い
コ
ー
ナ
ー

を
催
す
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

無
料
で
配
布
す
る
苗
木
は
▽
ブ

ル
ー
ベ
リ
ー
▽
さ
る
す
べ
り
▽
や

ま
ぼ
う
し
。
約
２
５
０
０
本
を
用

意
し
て
い
ま
す
が
、
当
日
の
盛
況

ぶ
り
が
予
測
さ
れ
ま
す
。
苗
木
の

無
料
配
布
や
木
工
教
室
な
ど
は
昨

年
も
実
施
さ
れ
ま
し
た
が
、
多
く

の
人
々
で
賑
わ
い
ま
し
た
。

森
林
を
考
え
る
つ
ど
い
は
、
津

山
市
議
会
が
中
心
と
な
り
組
織
し

て
い
る
「
岡
山
県
北
森
林
・
林
業

活
性
化
促
進
議
員
連
盟
」
が
主
催

し
て
い
ま
す
。
会
員
は
、
連
盟
の

目
的
に
賛
同
す
る
岡
山
県
北
の
津

山
市
は
じ
め
、
新
見
市
、
真
庭
市
、

美
作
市
ほ
か
５
町
２
村
の
市
町
村

議
会
議
員
。
地
方
議
員
が
担
い
手

と
な
り
発
信
す
る
啓
蒙
活
動
は
森

林
だ
け
に
と
ど
ま
ら
ず
、
あ
ら
ゆ

る
分
野
で
議
員
が
活
躍
す
る
機
会

を
秘
め
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

つ
ど
い
の
主
催
は
地
方
議
員

市市 政政

ニニュューースス

【
昨
年
の
も
よ
う
】

オ
ー
プ
ニ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
と
し
て
地
元
高
校
の
吹
奏
楽
部
の
演
奏
が
行
わ
れ
、
幕
を
開
け
た（
上
）

ふ
れ
あ
い
コ
ー
ナ
ー
で
は
木
工
教
室
な
ど
が
開
か
れ
、
木
材
を
使
っ
た
作
品
づ
く
り
を
体
験（
中
）

ブ
ル
ー
ベ
リ
ー
等
の
苗
木
が
無
料
配
布
さ
れ
、
た
く
さ
ん
の
人
が
集
ま
り
賑
わ
い
を
み
せ
た（
下
）
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